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沿岸漁業は気候変動にどう対応してきたか？ 
―四国⻄岸に沿った“熱帯化”前線域での実証的研究による提⾔― 

2024 年 10 ⽉ 25 ⽇(⾦) 
国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所 
国⽴⼤学法⼈北海道⼤学 

国⽴環境研究所気候変動適応センターの熊⾕直喜主任研究員、Vigo ⼤学（スペイン）の CIM-Future 
Oceans 研究チームおよび北海道⼤学北極域研究センターの Jorge García Molinos 准教授は、四国⻄
岸沿いの熱帯化によって沿岸漁業がどのような影響を受け、適応してきたかについて、漁業関係者
への対⾯ヒアリング調査に基づく解析を⾏い、気候変動による沿岸漁業への影響および気候変動
の進⾏段階に対する沿岸漁業の適応の関係を実証的に解明しました。 
研究の結果、沿岸漁業を持続するための適応的管理を⾏う際には、気候変動などの環境変化だけで
なく、地域社会経済、⽂化的背景を総合的に考慮することが重要ということが判明しました。 
本研究の成果は、2024 年 10 ⽉ 23 ⽇付で社会⽣態学分野の国際学術誌『People and Nature』に掲
載されました。 

1.研究の背景と⽬的
熱帯から温帯へと⿊潮が流れこむ海域では、海⽔温が周辺海域より急速に上昇し、また造礁サンゴ
や植⾷性⿂類などの暖海性⽣物を⿊潮が輸送することで⽣息域の北上が促進され、⽇本列島の太平
洋側を中⼼に海洋⽣態系に急速な変化を引き起こしています。このような熱帯から温帯へと流れる
暖流がもたらす現象は世界的に、“熱帯化”として知られ、⽇本やオーストラリアの⼤型海藻藻場か
らメキシコ湾や地中海の海藻藻場にまで、世界中の温帯の沿岸⽣態系を脅かし、⽣態系の⽣物種構
成や⽣態系サービスを変化させています。しかし、熱帯化によって沿岸漁業がどのような影響を受
け、また適応してきたかは、これまで解明されておらず、適応的管理の妨げとなっていました。本
研究の⽬的は、沿岸漁業が気候変動影響をどのように受けてきたか、またその影響に対しどのよう
な対応を取ってきたか、その対応の仕⽅が気候変動や⽣態系変化、あるいは社会経済的背景のどち
らにより影響されるかを明らかにすることです。

2.研究⼿法
本研究対象地域として、愛媛県⻄予市から⾼知県⼟佐清⽔市にかけての四国⻄岸を選定しました。
この範囲には南北にかけて海⽔温の⼤きな空間勾配があり、北部では⼤型藻類を主体とした温帯性
の⽣態系が中⼼であり、南部では造礁サンゴを主体とした熱帯化した⽣態系が発達し、中部ではそ
の両者が混在し熱帯化前線に位置する過渡的な⽣態系が広がっています。このため、この 3 地域は
熱帯化過程の各段階を代表しており、各地域の⽐較は“⾃然の実験室”とみなすことができます。
現地研究調査では、愛媛県⻄予市から⾼知県⼟佐清⽔市にかけて 25 の漁業協同組合（漁協）・漁協
⽀部・⽀所等にご協⼒をいただき、合計 92 名の現役漁業者の⽅々に対⾯のヒアリング調査を⾏い、
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過去約 30 年間における海⽔温等の環境変化や⽔産有⽤種を含む海洋⽣物の変化、こうした変化に
伴う漁業への影響や、その影響に際して漁業者の⽅々が取った対応等について回答いただきました。
現地調査の実現および実施においては、公益財団法⼈⿊潮⽣物研究所、および宇和海ブルーカーボ
ンプロジェクトにもご協⼒いただきました。 

3. 研究結果と考察 
調査内容を解析した結果、熱帯化前線である中部地域では、漁業者が対処的対応（経費削減など）
と適応的対応（新たな種を漁業対象とするなど）を主に⾏っているのに対し、他の 2 地域では、漁
業者がそれらの積極的な対応を⾏うことが少なかったことが明らかになりました（図 1a）。 
特に南部地域は、熱帯化の影響が⻑く続いているにも関わらず、積極的対応が少ないという結果は、
気候変動や⽣態系変化の増⼤に伴い適応的・変容的な対応が増⼤するという予想と⽭盾していまし
た（図 1a）。 
この結果を説明するために過去の漁業統計記録を調べたところ、南部地域では他の 2 地域よりも漁
業⼈⼝がより⼤きく減少していたことが分かりました（図 1b）。すなわち、南部地域では漁業から
の撤退のような変容的な対応がより早い時期に起こっていた可能性があげられます。 
しかし、漁業者が変容的な対応（例えば新たな⽣計⼿段を追加するなど）を⾏う姿勢に対して、気
候変動や⽣態系変化の程度は明確な影響がないという解析結果も得られました（図 2）。むしろ、そ
のような⼤きな補正を⾏う姿勢は、彼らの社会的・経済的状況とより密接に関連することが⽰され
ました（図 2）。特に、主に収⼊と⾷料源の両⽅を漁業に依存している世帯は、適応する可能性が⾼
いものの、変容的な対応をとる可能性は低いことが分かりました。 
⼀⽅、養殖漁業者は、漁獲漁業者よりも変容的な対応をとっていることが判明しました（図 2）。沿
岸漁業の持続のためには、気候変動適応と社会的適応に同時に取り組む必要があることを強調する
結果です。 
⽇本は沿岸域の捕獲漁業と養殖漁業が漁業総⽣産の半分近くを占め、⽔産業の雇⽤にも⼤きく寄与
しています。本研究の成果から、この産業構造と進⾏し続ける環境変化を踏まえると、漁業者の⽣
計を維持する政策決定を⾏うには、環境変化、社会経済、⽂化的背景を総合的に考慮することが重
要といえます。 
また、将来的には世界の他地域においても同様の気候変動影響に直⾯すると予想されます。すなわ
ちその状況下において、適応的で変容的な戦略を予測し、実⾏するための有益な知⾒を得るには、
該当地域において気候変動影響がいち早く顕在化しているホットスポットを研究対象とすべきで
あると提案します。 
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図 1. 気候変動に伴う四国⻄部沿岸の漁業者の対応。a）現地ヒアリング調査結果において漁業者が
取ってきた対応の仕⽅、b）⽔産庁の「漁業センサス」における 1973 年から 2018 年の漁業者⼈⼝の
変化。 
 
 

  
図 2. 現地ヒアリング調査における漁業者の対応の仕⽅を説明する要因（説明要因）についての解析
結果（多項ロジットモデル）。適応的対応、変容的対応の選択を説明する要因について図⽰（注：明
確な対応なし/対処的対応をベースラインとした）。回帰係数の正負は影響の⽅向性、値の⼤きさは
影響の⼤きさを表す。＊：有意な回帰係数（⼩＊：有意傾向）。 

4. 今後の展望 
今後、本研究の⼿法が、四国⻄岸のような気候変動影響に直⾯した他地域において、持続的な沿岸
漁業の維持を⽬的とする場合、有益な知⾒を得る⽅法論として期待できるほか、気候変動適応およ
び社会的適応の対策に同時に取り組む必要があることが明らかになりました。 
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5. 研究助成 
本研究は、JSPS 科研費基盤研究 B（JP19H04322）、国⽴環境研究所・気候変動適応プログラム、同⾃
然共⽣プログラムの⽀援、the European Research Council Starting Grant no. 679812、the Xunta de Galicia 
Excellence project-ED431F 2023/37、Vigo ⼤学の博⼠課程奨学⾦および旅費援助により⾏われました。 
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